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○生駒市企業立地促進条例 

平成24年10月9日 

条例第43号 

生駒市企業立地促進条例をここに公布する。 

生駒市企業立地促進条例 

(目的) 

第１条 この条例は、本市における企業立地を促進することにより、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、もって

地域経済の発展及び市民生活の向上に資することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 奈良県未来投資促進基本計画 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律(平

成19年法律第40号)第4条第1項に規定する基本計画として作成され、同項の主務大臣の同意を受けた奈良県未来

投資促進基本計画をいう。 

(２) 対象区域 奈良県未来投資促進基本計画に定められた促進区域の区域内において特に重点的に地域経済牽
けん

引事業の促進を図るべき区域のうち、次に掲げるものをいう。 

ア 高山サイエンスタウン 

イ 学研生駒テクノエリア 

(３) 立地 製造業(日本標準産業分類において製造業に分類される産業をいう。)に係る事業所の設置又は増設を

行うことをいう。 

(４) 固定資産投資額 事業の用に供する固定資産(地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第1号に規定する固

定資産をいう。)の取得に要する費用(土地に係るものを除く。)の合計額から消費税法(昭和63年法律第108号)の

規定による消費税及び地方税法の規定による地方消費税に相当する額を控除した額をいう。 

(平30条例19・一部改正) 

(立地促進施策) 

第３条 市長は、第1条の目的を達成するため、第5条第1項の認定を受けた事業者(以下「認定事業者」という。)に

対し、補助金を交付することができる。 

(企業立地補助金の種類等) 

第４条 前条の補助金(以下「企業立地補助金」という。)の種類は、事業所設置補助金、雇用促進補助金及び操業支

援補助金とする。 

２ 事業所設置補助金及び雇用促進補助金の交付要件、交付対象となる年度、額及び限度額は、別表第1のとおりと

する。 

３ 操業支援補助金の交付要件、交付対象となる年度、額及び限度額は、別表第2のとおりとする。 

(事業計画の認定) 

第５条 企業立地補助金の交付を受けようとする事業者は、規則で定めるところにより、あらかじめ立地に関する事

業の計画(以下「事業計画」という。)を市長に提出し、その認定を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による事業計画の提出があった場合において、当該事業計画の内容が次に掲げる要件の全て

に適合すると認めるときは、同項の認定を行うものとする。 

(１) 対象区域に立地を行うものであること。 

(２) 立地に係る工事を規則で定める期限までに着工し、かつ、規則で定める期間内に事業所の操業を開始するも

のであること。 

(３) 立地に係る事業の規模が次のいずれかの要件に該当するものであること。 

ア 新規に事業所の設置を行う場合にあっては、事業所の操業を開始する日までの固定資産投資額が2億円以上

であること。 

イ 事業所の増設を行う場合又は既に対象区域内に存する施設を借り受けて事業所の設置を行う場合にあって

は、事業所の操業を開始する日までの固定資産投資額が1億円以上であること。 

ウ 事業の用に供する土地の面積が1,500平方メートル以上であること。 

(４) 事業所の操業に伴って市内における既存の事業所の規模を縮小することにならないこと。 

３ 市長は、第1項の認定を行う場合において必要があると認めるときは、条件を付することができる。 

４ 第2項の規定にかかわらず、市長は、企業立地補助金の交付を受けようとする事業者が次の各号のいずれかに掲
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げる者であるときは、第1項の認定をしないことができる。 

(１) 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。) 

(２) 暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。) 

(３) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(平30条例19・一部改正) 

(事業計画の変更) 

第６条 認定事業者は、前条第1項の認定を受けた事業計画(以下「認定事業計画」という。)の変更(規則で定める軽

微な変更を除く。)をしようとするときは、規則で定めるところにより、市長の承認を受けなければならない。 

２ 前条第2項及び第4項の規定は、前項の承認について準用する。 

３ 市長は、第1項の承認を行う場合において、必要があると認めるときは、前条第3項の条件を変更し、又は新たな

条件を付することができる。 

(地位の承継) 

第７条 合併、分割その他の事由により認定事業者の事業を承継した者は、規則で定めるところにより市長の承認を

受けて、当該認定事業者の地位を承継することができる。 

(操業開始の報告) 

第８条 認定事業者は、事業所の操業を開始したときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に報告しなけれ

ばならない。 

(企業立地補助金の交付申請) 

第９条 認定事業者は、前条の規定による報告を行った後、規則で定めるところにより、市長に対し、企業立地補助

金の交付の申請をするものとする。 

(企業立地補助金の交付決定等) 

第１０条 市長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは、企業立地補助金の交付の

決定を行い、予算の範囲内で企業立地補助金を交付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による決定を行う場合において、必要があると認めるときは、条件を付することができる。 

３ 第1項の規定にかかわらず、市長は、認定事業者が第5条第4項各号のいずれかに掲げる者であるときは、企業立

地補助金の交付の決定をしないことができる。 

４ 認定事業計画に係る事業について企業の立地を促進するための奈良県の補助金の交付を受けた事業者は、事業所

設置補助金及び雇用促進補助金の交付を受けることができない。 

５ 生駒市税条例(昭和50年12月生駒市条例第31号)附則第26条の規定により固定資産税の特例を受けた事業者は、操

業支援補助金の交付を受けることができない。 

(事業計画の認定の取消し等) 

第１１条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、規則で定めるところにより、第5

条第1項の認定を取り消し、又は前条第1項の企業立地補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、若しく

は企業立地補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

(１) 認定事業計画が第5条第2項各号に掲げる要件を欠くに至ったとき。 

(２) 偽りその他不正の手段により第5条第1項の認定又は前条第1項の企業立地補助金の交付の決定を受けたとき。 

(３) 法令又はこの条例若しくはこれに基づく規則に違反したとき。 

(４) 第5条第3項、第6条第3項又は前条第2項に規定する条件に違反したとき。 

(５) 第8条の規定による報告をしなかったとき。 

(６) 事業所の操業を開始した日の属する年度の翌年度の4月1日から起算して10年以内に、正当な理由なしに企業

立地補助金の交付の対象となった事業所の操業を休止し、又は廃止したとき。 

(７) 市税を滞納したとき。 

(８) 第5条第4項各号に掲げる者のいずれかに該当することが判明したとき。 

(報告、立入調査等) 

第１２条 市長は、第5条第1項の認定を受けようとする事業者又は認定事業者に対し、必要な事項について報告又は

書類の提出を求めることができる。 

２ 市長は、第5条第1項の認定又は企業立地補助金の交付に関する事務のため必要があると認めるときは、その必要
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な限度において、その職員をして、事業所等に立ち入り、その状況を調査させ、又は帳簿、書類等を検査させるこ

とができる。 

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければ

ならない。 

(委任) 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成24年11月1日から施行する。 

(企業立地補助金の交付の特例) 

２ この条例の施行の際現に実施されている企業立地を促進するために補助金を交付する措置がこの条例の施行に

伴って廃止されることになる場合において、市長が特に必要があると認めるときは、当該措置について市長が行っ

た行為又は市長に対して行われた申請その他の行為をこの条例の相当規定によりなされたものとみなす等必要な

措置を講ずることにより、当該措置を受けている者に対してこの条例を適用することができる。 

附 則(平成30年3月条例第19号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表第１(第4条関係) 

事業所設置補助金及び雇用促進補助金 

交付要件 交付対象となる年度 補助金の額 補助金の限度額 

認定事業計画に従

って事業所を操業し

ていること。 

当該事業所の操業を

開始した日の属する年

度の翌年度 

(1) 事業所設置補助金 

次に掲げる額の合計額 

ア 固定資産投資額に100分の10を

乗じて得た額 

イ 附帯費用の額に100分の5を乗

じて得た額 

(2) 雇用促進補助金 

新規常用雇用者1人につき40万円 

事業所設置補助金の額及

び雇用促進補助金の額の合

計額が5,000万円を超える

ときは、5,000万円とする。 

備考 

1 上表の「附帯費用の額」とは、次に掲げる費用の合計額から消費税法の規定による消費税及び地方税法の規

定による地方消費税に相当する額を控除した額とする。 

(1) 文化財保護法(昭和25年法律第214号)による埋蔵文化財の調査に要する費用 

(2) 造成工事に要する費用 

2 上表の「新規常用雇用者」とは、立地に伴い新たに雇用された者のうち、次の各号のいずれにも該当するも

のをいう。 

(1) 市内に住所を有している者 

(2) 雇用期間の定めのない者 

(3) 雇用保険法(昭和49年法律第116号)第4条第1項の被保険者であって、同法第7条の規定による届出により

同法第9条第1項の確認を受けたもの 

3 上表の規定により算出された事業所設置補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額

を事業所設置補助金の額とする。 

別表第２(第4条関係) 

操業支援補助金 

交付要件 交付対象となる年度 補助金の額 補助金の限度額 

認定事業計画に従

って事業所を操業し

ており、かつ、交付

対象となる年度の固

当該事業所の操業を

開始した日以後におい

て、当該事業所の用に

供する固定資産(土地

(1) 基準年度 

基準年度の固定資産税等の額に

10分の9を乗じて得た額 

(2) 基準年度の翌年度 

基準年度及びこれに続く

2年度の操業支援補助金の

額の合計額が3,000万円を

超えるときは、3,000万円と
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定資産税を完納して

いること。 

を除く。以下同じ。)に

対して最初に課される

固定資産税の年度の翌

年度(以下「基準年度」

という。)及びこれに続

く2年度 

基準年度の翌年度の固定資産税

等の額に3分の2を乗じて得た額 

(3) 基準年度の翌々年度 

基準年度の翌々年度の固定資産

税等の額に3分の1を乗じて得た額 

する。 

備考 

1 上表の「固定資産税等の額」とは、当該事業所の用に供する固定資産に対して課される固定資産税及び都市

計画税の額をいう。 

2 上表の規定により算出された操業支援補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額を

操業支援補助金の額とする。 

 


